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あなたもハラスメント
防止コンサルタントを
目指しませんか？
今年度で17回目を迎える「ハラスメント防止コンサルタント養成講座・認定試験」。これ

までに養成講座で学び、試験に合格・認定登録したコンサルタントは現在800人を超え、

全国各地で活躍しています。コンサルタントは社会保険労務士やキャリアコンサルタント

など専門職のほか、企業に勤務していて、社内でその知識を生かし、防止の取組みや事

案解決に従事している方も多くいらっしゃいます。

特集1では企業で活躍するコンサルタントの方2名に、現在の業務や受講・受験を通し

て学んだこと、資格のおすすめポイントなどについてご紹介いただきました。特集2では

今年度新たに養成講座に登壇するふたりの講師に養成講座の魅力・ポイントについて

お伺いしています。

第17回
ハラスメント防止コンサルタント
養成講座・認定試験　開催日程

特 集

オンデマンド方式
[養成講座] [養成講座] 

厚生労働省後援厚生労働省後援

2025年10月1日(水)13:00～11月8日(土)23:59

お申込みは9月5日まで

会場受験（仙台／東京／名古屋／大阪／広島／福岡）
[認定試験] [認定試験] 2025年11月9日(日)

お申込みは10月10日まで

https://www.jiwe.or.jp/harassment/consultant

詳細は下記URLをご覧ください。

長谷川 さとみさん
株式会社NTTドコモ

総務人事部人権啓発室

＜2023年認定＞

特集1 企業で活躍するコンサルタント紹介

「大事な社員を守り、会社をサポートする資格です」
企業の未来はハラスメントのない職場から

ハラスメントに関する相談事案の対応、及びハラスメント防止に向けた施策の
立案／実施を担当しています。

現在の担当に配属された際、先輩の方々が受験しており、ハラスメント相談対
応をする中でよりハラスメント解決に向け必要な知識が盛り込まれていると思
い受験しました。

この勉強を通じ、ハラスメントが発生することで、当人だけではなく、組織全
体や会社全体にもさまざまな影響が及ぶということが理解できました。特に多
くの裁判例により、責任範囲の広さも改めて実感し、会社全体においてハラスメ
ントを起こさせないという意識づけや状況把握が大事であると感じました。そ
のため、現在では社員が日頃の些細なモヤモヤ感を会社が受け止められるプ
ラットフォームを構築し、その声に対応した状況把握ができるような施策を進め
ています。
また、ハラスメントと思われる事態が発生してしまった際は、「平均的な労働
者の感じ方」での判断が必要になるのですが、この「平均的な労働者の感じ方」
が、時代の流れに応じて日々変化していくもので、とても判断が難しいため、さ
まざまな人の意見を聞いたり、ニュースなども注意深く見たりと、日頃から世の
中の状況変化を察知していくよう心掛けるようになりました。

昨今「ハラスメント」の範囲が急拡大し、声を上げやすくなった一方、過剰な反
応により生きにくくなったという声も聞こえてきます。適切な指導が適切に行わ
れることや、他者への寛容さが適切に保たれることで、働きやすい職場になる
のではないかと考えています。
この「適切さ」の認識レベルを合わせていけるよう、相談対応や施策の立案・
実施をしていきたいと思います。

現在担っている業務

資格取得のきっかけ

認定を受けて

今後の抱負

資格取得を目指す方へ

本講座は、ハラスメントの基礎知識

のみならず、多くの裁判例や関連法令、

心理学に至るまで幅広く学ぶことがで

き、講座を聞いているだけでもとても

面白く、興味深かったところは何度も

リピートして聞いていたりしました。

人手不足がうたわれている中、大事

な社員を守りつつ、会社をサポートす

るためにも、「ハラスメント」を判断で

きるようになる資格はとても大事で、

現在、必要とされている資格だと思い

ます。
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和田 隆 氏
(公財)21世紀職業財団客員講師/ハラスメント防止コンサルタント/
東京消防庁消防学校講師/公認心理師/1級キャリアコンサルティング技能士(国家資格)

担当テーマ：ハラスメントの基礎知識①（セクハラ・マタハラ・パワハラ等）

特集2　新講師に聞きました　養成講座の魅力と資格取得の勧め

まずは養成講座で専門知識をしっかりと習得し、
その知識を活かした対応で
ハラスメントのない社会に

―先生ご自身のコンサルタントとしての活動についてお
聞かせください。

「私は2010年の第2回養成講座と認定試験を受けてハラスメ
ント防止コンサルタントの資格を取得しました。以前から講演や
企業研修を行っていますが、10年前からは21世紀職業財団の客
員講師を務め、年間200本以上の講義のうち7～8割はハラスメ
ント防止に関する内容です。そのほか、書籍の出版や企業・団体
の小冊子への執筆や監修、メディア出演、コロナ禍以降は映像
コンテンツへの出演も増えています。
私は公認心理師でもありますので、健康で安心して働ける職
場づくりに貢献していきたいという思いで取り組んでいます。メ
ンタルヘルスに関して携わっていくうちに、メンタル不調の一因
にもなっているハラスメント問題に取り組んでいかなければと
思いました。ハラスメント防止に取り組むことは、法令遵守や健
康経営、そしてダイバーシティ&インクルージョンやワークエン
ゲージメント向上につながる極めて重要な取組みだと認識して
います。」

―今年度から養成講座「ハラスメントの基礎知識①」で講
義いただきますが、講座のポイントを教えてください。

「ハラスメントは今、一説には50種類以上あると言われていま
す。なかでも職場での対策が求められているパワハラやセクハ
ラ、マタハラを中心に、定義や構成要件、行為類型といった特徴
をしっかり解説していきます。さらに、ハラスメントが生まれる
社会的背景やハラスメントの変遷、そして最新動向等について、
行政機関の調査結果とあわせて発生原因から対応方法まで基
本的な部分を網羅的に学んでいただきたいと思っています。こ
の“基礎知識”を足場にして、労働法や裁判例、メンタルヘルス
等の専門カリキュラムを学んでいただきたいと思っています。」

―近年はハラスメントに関する法改正等も進み、常に最
新の動向を知っておくことも重要です。先生はどのよう
に情報収集をされているのでしょうか。

「インターネットなどの情報も見ますが、最新情報はハラスメ
ント防止コンサルタント同士のネットワークから得ることが多い
です。ハラスメント防止コンサルタントと言っても、メンタルヘル
スの専門家であったり、社労士であったり、専門領域が異なり
ます。それぞれの専門領域の中で最新の情報をしっかりと
キャッチしていますので、ハラスメント防止コンサルタントの資
格を取った仲間と勉強会なんかをやっていただくと、新しい情
報が得られることもあるのではないでしょうか。資格を取った
後、こういった仲間づくりが大事になってくると思います。」

―職場において、ハラスメント防止コンサルタントにはど
のような役割が期待できますでしょうか。

「ハラスメント事案への対処という部分が中心になりがちで
すが、それだけでなく職場改善、ハラスメント対策の最適化の
提案等、未然防止から解決までのトータルサポートを担うこと
で職場健全化に貢献できると思います。そのためには人事部や
コンプライアンス室、組合といった関係部門との連携が大切で
す。状況によっては産業医や弁護士など専門家が関わります。
私はハラスメント防止コンサルタントがそのまとめ役を担うとい
いのではないかと思います。まとめ役がいることで現場の対応
力も上がると考えています。
ハラスメント防止コンサルタントは、人が関わる問題に対応し
ていくことになりますので、2つのスキルが求められます。養成
講座で学習する専門知識はハードスキルと呼ばれるものです。
また現場では対人関係やトラブルに対応していくためのソフト
スキルが求められます。ソフトスキルというのは積極性、共感
力、柔軟性、連携スキル、冷静な判断力といった個人の特性やコ
ミュニケーションに関わる能力です。まずは養成講座で安定し
たハードスキルをしっかりと習得することが大事なポイントにな
ります。そして、その知識を活かすソフトスキルを活用し、ハラス
メント防止コンサルタントとして一緒にハラスメントのない社会
をつくっていきましょう。」

阿部 玲子さん
日本原子力防護システム株式会社

経営企画部　企画・管理グループ　副長

＜2017年認定＞

＜ハラスメント対応＞
2011年、会社内にハラスメント相談に対応する機関の設置を提案し、当時の
上司のサポートを得て「企業倫理相談窓口（現在は、「企業倫理相談・公益通報
窓口」）」を立ち上げました。それ以来、正社員・派遣社員等の雇用形態にかかわ
らず、ハラスメントの相談と公益通報の対応にあたっています。
＜ルールの制定・改定＞
2011年に企業倫理相談窓口運営規程（現：企業倫理相談・公益通報窓口運営
規程）、2018年にハラスメント防止規程をそれぞれ起案し、社長承認を得て制定
となりました。以降、法改正等によって改定の必要が生じた際も私が起案してい
ます。
＜ハラスメント防止教育＞
新入社員に対するハラスメント防止教育の講師をしています。また、2022年か
ら役員および全社員を対象に「企業倫理研修基礎コース」というタイトルでオリ
ジナルeラーニング教材を制作し、毎年4～5月に役員および全社員に受講してい
ただいています。

当時の上司から「ハラスメント防止コンサルタント養成講座というのがあるが、
役に立ちそうだから受講してみてはどうか」と勧められたのがきっかけです。会
社が費用を負担してくれるのは養成講座の受講料だけでしたが、資格を取得し
たほうが自分の自信につながると考え、受験費用は自己負担し、資格を取得しま
した。

ハラスメント相談の対応、企業倫理に関するルール制定および教材開発に必
要な専門知識を有する者として会社全体から認識されるようになったと感じて
います。

私はISO9001の審査対応や内部監査業務も行なっていますが、ハラスメント
防止は組織の健全化と生産性向上につながっていると実感しています。ハラス
メントのない職場は業務上のミスや不適合が迅速に正直に報告され、結果的に
適切な再発防止策の構築や継続的改善に結び付くからです。来年、定年退職を
迎えますが、退職後は組織と人とのWin-Winにつながるハラスメント防止教育
やコンサルティングの仕事をフリーランスでやっていきたいと思います。

現在担っている業務

資格取得のきっかけ

認定を受けて

今後の抱負

特集1 企業で活躍するコンサルタント紹介

「更新研修で否応なく知識がブラッシュアップされます」

資格取得を目指す方へ

養成講座は、ハラスメント防止とい

う明確な視点に基づいているので、す

ぐに仕事に活かすことができます。ま

た、資格が2年更新なので更新研修の

受講によって否応なく知識がブラッ

シュアップされ、意識が新たになる点

でも助かっています。仕事に活用でき

て、自分の知識と意識のアップデート

にもなる資格ですから、自分自身のた

めに受講および資格取得をお勧めしま

す。



DIVERSITY 218 DIVERSITY 21 9

あなたもハラスメント防止コンサルタントを目指しませんか？特 集

21世紀職業財団では、企業におけるDEIの推進状況を調べるために、
正社員を対象に、2018年から２年に1回「DEI推進状況調査」を実施してきました。
第4回目の今回は、一般社員に加え管理職も対象とし、一般社員と管理職の認識の違いも分析しています。
ここでは、その結果から抜粋してハイライトをご紹介します。
21世紀職業財団ホームページには、概要版、全体版、グラフ集を掲載しています。
ご関心のある部分からお読みください。

ReportReportReportReportReportReport
21世紀職業財団実施調査21世紀職業財団実施調査21世紀職業財団実施調査

DEI推進状況調査結果 ハイライトDEI推進状況調査結果 ハイライト
～貴社状況と比較してみませんか～

女性活躍推進の行動計画の認知度はいまだ不十分

・女性活躍推進の行動計画の「内容を知っている」「おおよその内容を知っている」人の割合は、一般社員では、男性は、2020年に比べ
ると高くなっているものの、男女とも３割未満である。
・管理職では、一般社員より割合が高いが、6割に達していない。

【一般社員・管理職】一般社員・管理職別　男女別　経年変化　行動計画の認知状況

Q4.あなたの会社の女性活躍推進の行動計画（目標・取組み）についておたずねします。
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実施日時 ： 2024年7月16日～8月1日　

調査方法 ： WEBアンケート調査

調査対象 ： 11業種、
  従業員101人以上企業に勤務している
  20～59歳の男女正社員

有効回答数 ： 男性2,740名、　女性2,558名　
  合計5,298名
  うち管理職
  男性500名、　女性410名
  合計910名

＊一般社員については、就業構造基本調査の規模別年代割合に合わせ、ウエイトバックし、集計した。
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大谷 源樹 氏
(公財)21世紀職業財団客員講師/ハラスメント防止コンサルタント/社会保険労務士/
シニア産業カウンセラー/国家資格キャリアコンサルタント

担当テーマ：ハラスメントの基礎知識②(カスタマーハラスメント)

特集2　新講師に聞きました　養成講座の魅力と資格取得の勧め

社会的関心の高まっているカスハラの
最新動向をしっかり学び、
コンサルタントとしての活動につなげてほしい

―先生がハラスメント防止コンサルタントの資格を得た経
緯を教えてください。

「現職の社労士になる前は、企業の人事部門でメンタル不調
の社員対応などに携わっていました。メンタル不調の原因は長
時間労働のほか、ハラスメントがあることも多かったので、社員
に対するハラスメント防止啓発の必要を感じていました。社労
士になってからはハラスメント防止研修講師などを務めるよう
になり、その中でこの資格を知り、3年前に取得したところです。
養成講座は内容が充実していて、様 な々視点から勉強できると

ころがとてもいいと思いました。とにかく学んでいて楽しかったで
す。資格を取るという目的もありましたが、養成講座で勉強したこ
とにより、一層知識が深まり、大変意義があったと思います。」

―今年度、養成講座の新たなカリキュラムとして、「カスタ
マーハラスメント（カスハラ）に関する基礎知識」を中心
にご講義いただく予定ですが、講義のポイントについて
お教えください。

「カスハラ対策は今、過渡期にあります。まず実態がどうなっ
ているか、法制化や自治体での条例化といった最新の動向を
しっかり認識いただいた上で、カスハラ対策のポイントや再発 
防止、起きてしまった時の対応等について学んでいただきます。
約1時間と短い講義ですが、できる限りお伝えできれば、と思っ
ています。」

―カスハラ対策について、ハラスメント防止コンサルタン
トを目指す皆さんにはどのような役割を期待したいと
考えていますか。

「義務化されるので対策する、という受け身ではなく、カスハ
ラ対策をすることの意義は何か、どんなメリットがあるかという
ことをぜひ掴んでいただきたいです。
まずは、カスハラとクレームの違いを正しく理解いただくこと

かと思います。クレームは企業にとって極めて大切なお客様の
声です。カスハラとは何かを理解し適切に取り組んでいる企業

はクレームにもしっかり対応する会社だ、お客様にきちんと向き
合う会社だと社外から認識されるのではないでしょうか。
また、カスハラ対策について周知をすることで、社員を大切に

している会社だというメッセージを内外に対して発信している
ことにもなるかと思います。」

―カスハラの社会的関心は高まっていますが、一方で、ま
だ手探りという企業もあるかと思います。行為者が社
外となるため、対応が難しい部分もあるのではないで
しょうか。

　「パワハラやセクハラの場合は、業態や業種による違いがあ
まりないかと思いますが、カスハラはそれらにより実態や対応
が大きく異なりますし、企業ごとの方針も異なります。まずは
社員からカスハラの実態を吸い上げて、自社に合うカスハラ対
応マニュアルや方針を策定していく必要があります。その一方、
防止や取組みはパワハラやセクハラと共通している部分もある
ので、従来の体制や相談窓口に新たな項目を加えていくことで
対応できると思います。
　また、カスハラというと BtoCの問題のように思われるかもし
れませんが、BtoBでも起こり得ます。自社の社員が行為者側
になるというリスクもあります。自社は関係ないということはあ
りえません。この6月には改正労働施策総合推進法が成立し、
カスハラ防止策が企業に義務付けられます。社員の安全配慮
義務、リスクマネジメントという観点からも早めに取り組んだ
ほういいと思います。」

―これから受講・受験されたいと思っている皆さんに、
メッセージをお願いします。

　「カスハラ自体はとても新しくて、これから注目される分野だ
と思います。講座を通してしっかり知識を身につけていただき、
ハラスメント防止にとどまらず、組織の活性化、生産性向上の
ため、ご自身が中心となってそれらを推進する存在になってい
ただければと思います。」


